	年
	法律・答申・政策

	1932(S. 7)

1949(S. 24)

1954(S. 29)

1956(S. 31)

1959(S. 34)

1967(S. 42)

1974(S. 49)

1983(S. 54)

1986(S. 61)

1987(S. 62)

1992(H. 4)

1994(H.6)

1995(H.7)

1996(H. 8)

1997(H. 9)

1998(H. 10)

1999(H. 11)

2000(H. 12)

2001(H. 13)
2002(H. 14)

2003(H. 15)

2004(H.16)

2005(H. 17)

2006(H.18)

2007(H. 19)
2008(H. 20)
	· 財団法人 学術振興会 設立

· 日本学術会議 設立
· 原子力予算 成立

· 科学技術庁 設置

· 科学技術会議 設立（科学技術庁）【科学技術に関する総合的計画の策定開始】

· 学術審議会 設立（文部科学省）
· 文部省大学学術局が大学局と学術国際局に分離

· 答申「新たな情勢変化に対応し、長期的展望にたった科学技術振興の総合的基本方策について」

· 科学技術政策大綱 閣議決定

· 答申「国立試験研究機関の中長期的ありかたについて」
· 学術審議会答申「21世紀を展望した学術研究の総合的推進方策について」
【COEに関する指摘が盛り込まれる】
· 科学技術会議答申「新世紀に向けてとるべき科学技術の総合的基本方策について」
【特定領域の重点化が総合的計画に盛り込まれる。See also：H.3『科学技術白書』】
【このころCOE論議が始まる？see：『大学と学生』1月号】
· 科学技術政策大綱 改定

· 自民党科学技術部会による「科学技術基本法」の検討が開始
· TBT協定がWTOに包含される【国際化への一つの契機】
· 提案公募型・最先端分野研究開発事業
· 科学技術基本法 施行【研究開発システムの合理化が焦点に】
· 特殊法人等における基礎研究推進制度
· 科学技術基本計画 閣議決定
· 「一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律」

· 「大学の教員等の任期に関する法律」

· 「国の研究開発評価の全般に共通する評価の実施方法のあり方についての大綱的指針」 総理大臣決定

· 行政改革会議にて「日本学術会議」の位置づけ等再検討

· 「大学等技術移転促進法」 策定
· 「研究交流促進法」 改正

· 「新規事業創出促進法」 施行
· 科学技術会議答申「未来を拓く情報科学技術の戦略的な推進方策のあり方について」

· 「産業活力再生特別措置法」 施行【日本版バイドール法。応用研究重視の潮流】

· 日本技術者教育認定機構 設立
· 「産業技術力強化法」 施行
· 「産業技術戦略」 策定

· 「研究評価の改革への提言」自民党政務調査会
【競争的資金、プロジェクト重視といった方針が出される】

· 「循環型社会形成推進基本法」 完全施行

· 総合科学技術会議 設置
· 第二次科学技術基本計画 閣議決定
【重点化、・競争的資金配分が前面に押し出される。】

· 「新市場・雇用創出にむけた重点プラン」(平沼プラン)  発表

· 「国立大学の構造改革」（遠山プラン） 発表
· 経済財政運営と構造改革に関する基本方針
· 知的財産戦略大綱　知的財産戦略会議での決定

· 独立行政法人 日本学術振興会 設立
· 「知的財産基本法」 施行

· 「特許法等の一部を改正する法律」 施行
· 「次世代ロボットビジョン懇談会」 報告書
· 「新産業創造戦略」 発表

· 知的財産推進計画2004 知的財産戦略本部会合決定

· 「科学技術関係人材の育成と活用について」 総合科学技術会議 策定

· 「国立大学法人法」 施行

· 「国の研究開発評価に関する大綱的指針」 改定

· 「技術戦略マップ」 発表

· 「技術移転を巡る現状と今後の取り組みについて」 発表

· 「公設試経営の基本戦略」発表

· 「技術戦略マップ2006」 発表

· 「中小企業ものづくり基本技術の高度化に関する法律」 施行

· 経済成長戦略大綱 発表

· 第三次科学技術基本計画【第二次の継承】

· 「サービス産業におけるイノベーションと生産性向上に向けて」 発表

· 長期的戦略指針「イノベーション25」 閣議決定

· 「イノベーション創出の鍵とエコイノベーションの推進」 発表

· 「産業技術力強化法の改正」 施行

· 「地理空間情報活用推進基本法」 施行
· 「革新的技術戦略の中間とりまとめ」 発表

· 提言「安定持続的なユビキタス時空間情報社会基盤の構築にむけて」 
日本学術会議

· 提言「安全･安心を実現する情報社会基盤の普及に向けて」日本学術会議

· 国の研究開発に関する大綱的指針 改定


